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１．はじめに 

都市への人口や産業の集中による都市化の拡大は，

周辺森林の都市的土地利用への転換を促し，その結果

多くの森林の連続性が失われ小規模化していった。 
また都市郊外では，農地や森林の無秩序な宅地開発

により，森林や農地は分断，細分化され，それにより

残存してしまった緑地が発生する等，土地利用の変化

が生じている 。 
 現状の緑地政策において都市緑地を評価するための

代表的な指標としては，緑被率が挙げられる。しかし，

これだけの評価指標では残存量や割合しか表わすこと

ができず，よりヒューマンスケールでの都市緑地の配

置構造や分布状況を把握することはできない。 
そこで，本研究では緑被率だけでは表すことのでき

ない，よりヒューマンスケールな緑の概念として緑勢

圏(1) を用いる。緑勢圏とは，空間的分析と心理的分析

で評価されるものであり，空間的分析の中には，緑環

境評価とエコロジカルネットワークの概念から，人と

緑の距離・緑の質・緑の形態評価がある。心理的分析

には価値・認識・景観・印象などの心理評価と利用頻

度などが考えられる。(図１参照) 
本研究はこのような指標を用いて緑勢圏評価の基礎

的研究と位置付けて，空間的分析，その中でも緑環境

評価・緑の分布について分析を行う。将来的には，エ

コロジカルネットワークの概念，さらには，心理的分

析を加え，緑勢圏評価することで，都市緑地の配置構

造の現状や課題を明らかにする。 
 
 
 
 
 
 

 
２．既往研究と本研究の位置付け 

緑環境の評価を行った研究として，ポテンシャル概

念を用い，緑被率とメッシュ間距離を指標に緑地環境

評価を行った岩見ら 1)の事例や，緑量と緑地への近接

性を指標に人口分布特性から緑地環境水準を試算した

青木ら 2)の事例や，保全緑地を選定するための緑地の

価値を評価する手法の開発を行った文ら 3) の事例や，

小林(優)ら 4)の森林や土地利用ごとの形態を把握する

手法とメッシュを用いて土地利用の連続性や混合度等

を分析する研究が挙げられる。 

また緑環境の特性を把握する研究としては，様々な 

環境要因を用いて緑地地域の特性把握と地域類型化を

行った小林(祐)ら 5)の研究がある。 
これらの研究は評価指標や分析方法こそ異なるもの 

の，評価範囲としてメッシュを使用しているという点 
で類似する。 
本研究では，集計範囲を居住地(町丁目・大字)単位

とすることで，メッシュを用いる分析では量りえない，

よりヒューマンスケールな，すなわち居住者の目線に

立った各居住地の緑環境の評価を行う。 
 
３．分析の流れとその手法 

３-１．分析の流れ  

図２に示すように，本研究における分析方法は大き

く 2段階に分けられる。 
第 1に評価指標である，緑地指標，市街地指標，活

性度指標，地形指標，建物用途構成比，社会的環境指

標のそれぞれの分類を行う。建物用途構成比と社会的

指標に関しては，主成分分析による特性把握とクラス

ター分析により類型化を行う。 
第 2に，各緑環境評価指標(6指標)の分類と特性把握

の結果から，数量化Ⅲ類分析・クラスター分析を用い

て，居住地の類型化を行う。 
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図１．緑勢圏の概念図 
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表１．各種データ詳細 

 

数量化Ⅲ類

クラスター分析

居住地類型化

分析結果の検証

緑環境評価指標

地区別緑環境評価

クラスター分析

緑地指標

活性度指標

建物用途構成比

主成分分析

クラスター分析

市街地指標

地形指標

社会的環境指標

主成分分析

居住地の類型化

その１

その２

 
 
 

３-２．調査範囲について  

本研究における対象地は平成 17 年に旧大分市と佐

賀関町・野津原町が合併した新大分市(以下，大分市)
とする。 
人々にとってより身近な緑環境の評価を行うために

居住地単位を平成 17 年国勢調査時の町丁目・大字(以
下，居住地)とし，各居住地の住居系建物の重心を中心

とした半径 1,000m の Buffer を発生させ，それを各居

住地の集計範囲とした。住居系建物の重心をとる理由

として，今回は緑と人(住居系建物)との関係性や近接

性を主に把握するためである。 
また，集計範囲を 1,000m とした理由として，既往

研究にもあるように，都市計画の単位である近隣住区

の範囲であること，そして地区公園の誘致距離であり，

徒歩移動圏内であること 6)，さらに都市化対応種とさ

れている昆虫の移動範囲が約1,000mであること7)等が

挙げられる。 

大分市における全居住地数 618地区のうち住居系建

物が存在する 565地区を研究対象とする。 
 
３-３．データ構築 

NDVI は次の式により算出した。この値は-1.0～1.0
の値をとり，高い値ほど植生が高い。IRは近赤外バン

ドの反射率，Rは可視の赤バンドの反射率である。 

 
 
その他，各種使用データを表１に示す。衛星データ

は 2011 年 6 月 28 日撮影の ASTER データでピクセル

のサイズは約 15ｍである。交通，施設に関しては数値

地図 25000(空間データ基盤)，地形条件に関しては数値

地図 10mメッシュ(標高)を元データとした。建物用途

に関しては，大分市提供の建物データ(Shp形式)を用い，

人口は平成 17年度の国勢調査時のデータとする。 
 
 
 
 
 
 
 

 
４． 各緑環境評価指標別の分類 

４-１．緑地指標による分類 

まず，緑地面積によって分類を行う。表２に示すよ

うに緑地面積と地区数を考慮し，緑地Ⅰから緑地Ⅵに

分類した。緑地Ⅰを緑地面積が0ha未満，緑地Ⅱを20ha
以上 40ha 未満，緑地Ⅲを40ha 以上 60ha未満，緑地Ⅳ

を60ha以上80ha未満，緑地Ⅴを80ha以上100ha未満，

緑地Ⅵを 100ha 以上とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

地区数をみると緑地Ⅰが 268地区と最も多い。また

割合でみると47%と全体の約半数が分布していること

がわかる。また集計範囲に占める緑地面積は 20ha未満

と小さく，小規模な緑が分布している地区であること

がわかる。次に地区数が多いのが，緑地Ⅱの 99地区で

ある。割合は 18%と緑地Ⅰと合わせると全体の 7割を

占めている。緑地ⅢからⅤは地区数も割合もほぼ同値

である。緑地Ⅵは 86 地区で，割合が 15%と 3 番目に

図２．解析のフロー 

表２．緑地指標による分類結果 

IR-R
IR+R=NDVI

数 割合

緑地Ⅰ 20未満 268 47% 8.07

緑地Ⅱ 20以上40未満 99 18% 28.72
緑地Ⅲ 40以上60未満 51 9% 49.88
緑地Ⅳ 60以上80未満 31 5% 68.30
緑地Ⅴ 80以上100未満 30 5% 86.99
緑地Ⅵ 100以上 86 15% 164.04

565 100% 46.70

地区数

合計

分類 面積(ha) 平均(ha)

区分 データ名 内容 元データ

土地被覆 土地被覆 土地被覆分類(緑地・市街地) ASTERデータ2011年6月

植生活性度 植生活性度 NDVIの平均値 ASTERデータ2011年6月
主要幹線道路 主要幹線道までの最短距離(m) 数値地図 25000(空間データ基盤)
バス停 バス停までの最短距離(m) 数値地図 25000(空間データ基盤)
鉄道駅 鉄道駅までの最短距離(m) 数値地図 25000(空間データ基盤)
小中学校 小中学校までの最短距離(m) 数値地図 25000(空間データ基盤)
高校大学 高校大学までの最短距離(m) 数値地図 25000(空間データ基盤)
都市公園 都市公園までの最短距離(m) 数値地図 25000(空間データ基盤)
病院 病院までの最短距離(m) 数値地図 25000(空間データ基盤)
官公庁 官公庁までの最短距離(m) 数値地図 25000(空間データ基盤)
標高 標高値(m) 数値地図10mメッシュ(標高)
傾斜度 傾斜度(°) 数値地図10mメッシュ(標高)

建物用途構成比 建物用途 各建物用途 大分市都市計画基礎調査(Shp形式)
人口 人口密度 人口密度(人/k㎡) 平成17年国勢調査

交通

施設

地形条件
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多い。しかし，各集計範囲の分類結果を元々の居住地

に落とし込み，その分布を示した図３をみると東西部

と南部，すなわち旧大分市の南部，旧野津原町，旧佐

賀関町の山間部に多く，地区数に対しては，緑地Ⅵの

占める面積が大きいことがわかる。 

 
４-２．市街地指標による分類 

ここでは，市街地面積によって分類を行う。表３に

示すように市街地面積と地区数を考慮し，市街地Ⅰか

ら市街地Ⅵに分類した。市街地Ⅰを市街地面積が

150ha 未満，市街地Ⅱを 150ha 以上 190ha 未満，市街

地Ⅲを 190ha 以上 230ha 未満，市街地Ⅳを 230ha 以上

250ha 未満，市街地Ⅴを 250ha 以上 270ha 未満，緑地

Ⅵを 270ha 以上とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

地区数をみると市街地Ⅰが 172地区と 1番多いが，

割合でみると 30%とあまり高くはない。市街地Ⅱから

市街地Ⅵは地区数・割合ともにほぼ同値である。しか

し，集計範囲の面積，約 314ha の半分である市街地Ⅱ

以上の地区数は 393地区，割合は約 70%と大分市全域

でみると市街地面積の占める割合が高いことがわかる。 
分布をみると市街地Ⅰが東西と南部の山間部に多く，

地区数に対しては，占める面積が大きい(2)。 

 

４-３．地形指標による分類  
標高，傾斜度の地理的指標に基づいて居住地を分類

する。都市を開発していく上で，その開発許容度は標

高より傾斜度に大きく影響されると考えられる。そこ

で，傾斜度を基準にして，標高も考慮しながら地区の

分類を行う。傾斜度を 3°未満，3°以上 8°未満，8°
以上 15°未満，15°以上とし，標高は 15m未満，15m
以上 100m 未満，100m 以上の 3 つに区分 5) する。ま

ず，表４から地理的な条件のもとで，当該地区がどの

ように分布しているか把握する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
  
傾斜度の小さい地区をみると，傾斜度 3°未満の地

区が 285地区と全体の約半数を占める。ほぼ平地にあ

たる傾斜度 3°未満の地区は開発圧力も大きく市街化

されやすい地区であるといえる(3)。次に傾斜度 3°以

上 8°未満の地区は，156 地区と全体の約 30％を占め

る。 
これらの地区は市街地郊外の住宅団地が多く分布する

傾向がみられた。最後に傾斜度 8°以上の地区は 124
地区と全体の約 20％を占める。これらの地区は，大分

市の山間部の居住地が多く分布する結果となった(2)。 
次に，表５のように地形条件や地区数を考慮して，

地区を地形Ⅰから地形Ⅵに分類した。地形Ⅰは傾斜度

3°未満で標高 15m 未満の地区，地形Ⅱは地形Ⅰと同

じ傾斜度で標高が 15m 以上の地区，地形Ⅲは傾斜度

3°以上 8°未満の地区で標高 15m 以下の地区，地形

Ⅳは地形Ⅲと同じ傾斜度で標高 15m以上の地区，地形

Ⅴは傾斜度 8°以上 15°未満の地区，地形Ⅵは傾斜度

15°以上の地区である。分類結果を表６に示す。  
 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

表３．市街地指標による分類結果 

表４．地形指標によるクロス集計表 

表５．地形指標による分類表 

地区数 278 7 0 285

割合 49% 1% 0% 50%

地区数 15 141 0 156
割合 3% 25% 0 28%

地区数 0 90 6 96
割合 0% 16% 1% 17%

地区数 0 10 18 28
割合 0% 2% 3% 5%

地区数 293 248 24 565
割合 52% 44% 4% 100%

3°未満

3°以上～8°未満

8°以上～15°未満

15°以上

合計

15ｍ未満
15ｍ以上
100m未満

100ｍ以上 合計傾斜度 標高

15ｍ未満 15ｍ以上100未満 100ｍ以上

3°以上8°未満

8°以上15°未満

15°以上

地形Ⅱ地形Ⅰ

地形Ⅲ 地形Ⅳ

地形Ⅴ

地形Ⅵ

3°未満

数 割合

市街地Ⅰ 150未満 172 30% 80.41

市街地Ⅱ 150以上190未満 74 13% 172.02
市街地Ⅲ 190以上230未満 93 16% 212.75
市街地Ⅳ 230以上250未満 71 13% 239.65
市街地Ⅴ 250以上270未満 76 13% 259.16
市街地Ⅵ 270以上 79 14% 286.80

565 100% 187.10

地区数

合計

分類 市街地面積(ha) 平均(ha)

表６．地形指標による分類結果 

数 割合

地形Ⅰ 278 49%

地形Ⅱ 7 1%
地形Ⅲ 15 3%
地形Ⅳ 141 25%
地形Ⅴ 96 17%
地形Ⅵ 28 5%

合計 565 100%

地区数
分類
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４-４．活性度指標による分類 

 植生活性度による分類は集計範囲のNDVI平均値に

よって分類を行う。表６に示すように，値と地区数の

関係を基にNDVIⅠは0.2未満，NDVIⅡは0.2以上0.22
未満，NDVIⅢは 0.22 以上 0.24 未満，NDVIⅣは 0.24
以上 0.26未満，NDVIⅤは 0.26以上とそれぞれ範囲を

定めた。 

 地区数をみると NDVIⅡが 310 地区と最も多く，全

体の 55％を占める。次にNDVIⅢが 135地区となって

おり，全体の 24％を占める結果となった。それ以外の

地区に関しては全体の 7％を占める分布となる(2)。 

 

 

 

 

 

 

 

５．まとめ 

本稿では，居住地を単位とした緑環境評価をするに

あたり，6 つの緑環境評価指標，緑地指標，市街地指

標，活性度指標，地形指標，建物用途構成比，社会的

環境指標のうち，緑地指標，市街地指標，活性度指標，

地形指標による分類とその特性を把握した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次稿では，建物用途構成比，社会的環境指標による各

居住地の分類とその特性を把握し，さらにこれらの指

標を用いて数量化Ⅲ類分析による特性把握，クラスタ

ー分析による類型化を行う。 

 
【補注】 
(1) 井上恵:緑勢園についての考察,1986 年,大阪市公園局業務論文報告

集,にあるように，緑の効用が市民へ影響を及ぼす圏域を緑勢圏と

定義し，人間の知覚・行動に沿った人間的な尺度により評価すると
ある。本研究ではこれに空間的分析も加え，緑勢圏と定義する。 

(2) 市街地指標，地形指標，活性度指標の分布図については，紙幅の都

合上割愛した。 
(3) 文献 8)によると，0～3°が平坦地であり開発適地，3°～8°が緩

斜地で宅地として安全であり，斜路の限界，8°を超えると住宅建

設一般の限界であり，15°を超えると防災対策必要で住宅地として
適さないことが明記されている。これを参考に傾斜度の分類を4つ
に定めた。 
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表６．活性度指標による分類結果 

数 割合

NDVＩⅠ 0.2未満 41 7%

NDVＩⅡ 0.2以上0.22未満 310 55%
NDVＩⅢ 0.22以上0.24未満 135 24%
NDVＩⅣ 0.24以上0.26未満 42 7%
NDVＩⅤ 0.26以上 37 7%

565 100%

地区数

合計

分類 NDVI

図３．緑地指標分布図 
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